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２．対象・目的・内容
国制度としての肺炎球菌ワクチン接種は、平成26年10月１日から定期予防接種となり、対象年齢が65歳に限定化さ
れた

年

。経過措置として、70歳、75歳、80歳、85歳、90歳、95歳、100歳の方を対象としたワクチン接種が実施され
ているが、平成30年度末をもって終了予定である。しかし、ワクチン接種の受診率は低いままで

度

あることから、市
独自事業として、ワクチン接種助成を行う。

事 業 概 要

内部障害の身体障害手帳を有する者及び基礎疾患を有する６５歳以上の者
事業の対象

（誰・何を）

肺炎球菌による肺炎を予防する。
事業の目的

（どうい

　

う状態

にするために)

事前申請により助成券を交付し、医療機関で個別接種を行う。１回4000円を上限に助成する。
事業の内容

（どういう内容

を行うのか)
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業の開始以降、肺炎を理由とする死亡者数は、年々減少しており、一定の成果が感じられる

価 。しかしながら、依然、肺炎は死亡率原因の第３位であり、基礎疾患等を有する者については、肺炎を発病した場
合重篤化するこ

事

とが予想できることから、継続実施することが望ましい。

業の概要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 接種者数 単　

（

位 人

説 明 や 数 式
活 動

３
兼

年 度 平成28年度 平成

評

29年度 平成30年度

価

平成31年度
指 標 目

説

標 値 390 200 15

明

0 100
実 績 値 112

書

83
① 経 費 （ 千 円 ） 4

）

48 956
単位当たり

2

のコスト 4 11.52

頁

指 標 名 申請者数の接種割合 単　位 ％

説 明 や 数

０

式 申請者に対する接種者の割合
活 動

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指 標 目 標 値 100 100 100 100

実 績 値 96.6 96.5
② 経 費 （ 千 円 ） 448

単位当たりのコスト 4.64 0

指 標 名 単

年

　位

説 明 や 数 式
成 果

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指 標 目 標 値

実 績 値
① 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

指 標 名 単　位

説 明 や 数 式
成 果

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年

度

度
指 標 目 標 値

実 績 値
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

定期接種の対象者以外で、65歳以上の基礎疾患を有する者の内、肺炎球菌に感染しやすい状態と医師が認める者が
実績・成果 対象で、申請者116人中112人が

　

接種を行った。
接種率：99.6％

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 5
事 業 の 継続実施

次 総合

当

評価
国の推進事業としては、65歳以上・５歳きざみで、５年間の肺炎球菌予防接種が実施され平成３０年度で終了する

評 予定であるが、予防接種の受診率（平成29年度32.1％）が低いため未接種者への支援が必要。
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２ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　国の定期接種の経過措置は平成30年度

予

に終了する。本来はこの５年間で65歳以上の100％近くの方が接種される

評 ことが理想ではあるが、現状は30％超に留まっており、今後も未接種の対象者は多く残る。また、厚生労働省の人

説 明 口統計によると、本事


